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関 東運輸局長

準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の需給状況

の判断結果について

標記について、平成26年1月27日付け公示「準特定地域における一般乗用旅

客自動車運送事業の適正化の推進のために監督上必要となる措置等の実施について

」に基づき別添のとおり公示したので了知されるとともに、傘下会員に対し周知さ

れたい･

ｸｼー 協会間東姪

芝Z9,8,趣
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公 示

準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の需給状況の

判断結果について

平成２６年１月２７日付け公示「準特定地域における一般乗用旅客自動車運

送事業の適正化の推進のために監督上必要となる措置等の実施について」に基

づき、一般乗用旅客自動車運送事業の需給状況の判断結果を下記のとおり公示

する。

なお、需給状況の判断結果の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成２９年８月２３日

関 東 運 輸 局 長 持永 秀毅

東京運輸支局長 渡邉 元尚

神奈川運輸支局長 五十嵐 康夫

埼玉運輸支局長 海東 健一

群馬運輸支局長 服部 和訓

千葉運輸支局長 高山 和征

茨城運輸支局長 佐々木 博康

栃木運輸支局長 小堤 健司

山梨運輸支局長 遠藤 修次
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記

平成２９年度における需給状況の判断結果

都 県 営業区域名 必要車両数 平成28年度末車 増加可能車両

（交通圏） （両） 両数（両） 数 （両）

東 京 特別区・武三 ２４，９１４ ２８，１４４ ▲３，２３０

北 多 摩 １，４４０ １，７３９ ▲２９９

西 多 摩 １６６ ２０９ ▲４３

神奈川 県 央 １，９９９ ２，２２７ ▲２２８

湘 南 ３２０ ３８９ ▲６９

小 田 原 ３７７ ５０３ ▲１２６

千 葉 市 原 ２５０ ３８５ ▲１３５

埼 玉 県南東部 ８９８ １，２９２ ▲３９４

県南西部 １，２０９ １，５４４ ▲３３５

県 北 ３１６ ４２３ ▲１０７

群 馬 東 毛 ２１９ ３０５ ▲８６

群馬・埼玉 中・西毛 ７１３ １，０７５ ▲３６２

茨 城 県 北 ２７６ ４６４ ▲１８８

水戸県央 ３６７ ７３７ ▲３７０

鹿 行 １６２ ３１３ ▲１５１

県 南 ５８７ ８８８ ▲３０１

県 西 ２３０ ３６９ ▲１３９

栃 木 県 南 ３３９ ４９６ ▲１５７

塩 那 １４３ ２３１ ▲８８

山 梨 甲 府 ３１２ ３７７ ▲６５

※ 上記「平成２８年度末車両数」は、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車

運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（以下「タクシー特措法」という。）第２

条第９項に定める事業用自動車（一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーに

限る。以下「個人タクシー」という。）を除く。）の数である。

※ その他ハイヤー（道路運送法施行規則第４条第８項第３号の規定に基づき国土交通大臣が

定める区分を定める告示（平成２６年国土交通省告示第５９号）第２号に規定するハイヤー

をいう。以下同じ。）がある営業区域にあっては、算定した一般タクシー（タクシー特措法

第２条第９項に定める事業用自動車からその他ハイヤー及び個人タクシーを除いたもの。以

下同じ。）の必要車両数と平成２６年１月２７日現在の一般タクシーの車両数の乖離率を用
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いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し、これを一般タクシーの必要車両数に加えて算定

したものである。

附 則

本公示は、平成２９年度の準特定地域における法人タクシー（一般乗用旅客自

動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く。））の新規許可申請、条件解除

の承認申請、営業区域の設定に係る事業計画変更認可申請、増車に係る事業計

画変更認可申請、休車の解除に係る事業計画変更認可申請及び個人タクシーの

新規許可申請について適用する。
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（別紙）

１．東京都

（１）特別区・武三交通圏

　　　①一般タクシー

　　　②その他ハイヤー

（２）北多摩交通圏

（３）西多摩交通圏

実働率
Ｇ

166 5,566,474 12,130,332 0.52 61,504 0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

5,566,474 5,676,720 0.98

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

883,211,777 881,728,094 1.00

0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

24,511 883,211,777 2,009,010,381 0.44 8,118,193

乖離率
ａ = (b - c) ÷ b

平成26年1月27日現在の
一般タクシー車両数  ｂ

一般タクシーの
必要車両数　ｃ

0.19 30,310 24,511

必要車両数
d - ( d × a )

平成26年1月27日現在の
その他ハイヤー車両数　ｄ

403 499

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

46,501,832 47,666,140 0.98

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

1,440 46,501,832 104,838,769 0.49 526,996 0.90
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２．神奈川県

（１）県央交通圏

（２）湘南交通圏

（３）小田原交通圏

0.90377 8,907,453 21,436,805 0.47 141,544

実働率
Ｇ

320 10,363,514 22,005,571 0.51 115,140 0.90

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

61,926,018 62,830,534 0.99

0.94

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

1,999 61,926,018 128,986,321 0.50 718,733

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

10,363,514 10,534,325 0.98

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

8,907,453 9,071,849 0.98

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

－5－



３．千葉県

　市原交通圏

実働率
Ｇ

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

4,814,936 4,929,675 0.98

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

250 4,814,936 10,954,586 0.51 95,057 0.90
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４．埼玉県

（１）県南東部交通圏

（２）県南西部交通圏

（３）県北交通圏

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

実働率
Ｇ

実働率
Ｇ

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

0.97

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

24,056,530 24,825,906 0.97

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

898 24,056,530 56,690,570 0.47 329,273 0.90

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

37,969,527 38,752,880 0.98

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

15,932,005 0.52 120,068 0.90

1,209 37,969,527 83,956,976 0.50 440,613 0.90

7,174,678 7,385,405

316 7,174,678

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

－7－



５．群馬県

　東毛交通圏

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

5,138,076 5,254,619 0.98

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

実働率
Ｇ

219 5,138,076 11,120,124 0.53 82,453 0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ
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６．群馬県・埼玉県

　中・西毛交通圏

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

13,294,546 13,515,477 0.98

0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

713 13,294,546 28,761,036 0.51 261,206
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７．茨城県

（１）県北交通圏

（２）水戸県央交通圏

（３）鹿行交通圏

（４）県南交通圏

（５）県西交通圏

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

5,336,391 5,597,915 0.95

0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

276 5,336,391 14,045,906 0.47 112,721

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

7,519,142 8,144,261 0.92

0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

367 7,519,142 22,585,961 0.50 180,087

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

3,263,854 3,370,333 0.97

0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

162 3,263,854 8,689,972 0.51 72,501

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

12,807,750 13,108,447 0.98

0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

587 12,807,750 29,702,690 0.49 220,167

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

4,200,312 4,323,358 0.97

0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

230 4,200,312 9,281,184 0.52 87,071
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８．栃木県

（１）県南交通圏

（２）塩那交通圏

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

6,650,911 6,826,868 0.97

0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

339 6,650,911 15,587,592 0.51 132,331

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

3,308,322 3,390,900 0.98

0.90

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

実働率
Ｇ

143 3,308,322 7,460,305 0.52 55,132
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９．山梨県

　甲府交通圏

※「直近５年間分の対前年度比率の平均値」、「実車率」、「実働率」及び「乖離率」の数値は、小数点第３
位で四捨五入して記載しているため、必ずしも計算結果は一致しないことがある。

0.90

輸送需要量
Ａ＝Ｂ×Ｃ

平成28年度の
総実車キロ　Ｂ

直近５年間分の
対前年度比率の平均値　Ｃ

5,643,886 5,814,104 0.97

実働率
Ｇ

312

必要車両数
Ａ÷（Ｄ×Ｅ÷Ｆ）

÷365÷Ｇ

輸送需要量
Ａ

総走行キロ
Ｄ

実車率
Ｅ

延べ実働車両数
Ｆ

5,643,886 14,185,159 0.46 119,762
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